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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１５ 鳥居 育世（１） １．富士市職員の旧姓使用について 

昨年12月、富士市は男女共同参画都市を宣言して10周年を

迎え、男女共同参画条例を制定して15年の節目を迎えました。

内閣府の男女共同参画会議での議論が発端となり発表され

た女性活躍加速のための重点方針2016には、公的な書類でも

旧姓を使用できることや、住民票やマイナンバーカードにも、

戸籍上の名前と旧姓を併記できるようにしていくとあり、富

士市でも昨年11月から実施されています。 

一方で、国家公務員の旧姓使用の範囲の拡大を検討すると

ともに、地方公務員が旧姓使用しやすくなるよう、地方公共

団体に働きかけるとされているにもかかわらず、富士市では

まだ認められていません。 

他の自治体では、職員の要望や相談・申請がなかったため、

現行のまま進めているところがあるようですが、富士市では

職員からの要望も何件かあり、相談されているケースもある

中、実施に至っていない現状について、以下３点質問いたし

ます。 

(1) これまで、人事課や各所属の部長、課長など、上司に旧

姓使用についての相談や要望、申出があったのでしょうか。

(2) 旧姓使用に当たり、業務にどのような支障が出るので

しょうか。 

(3) 今後、富士市として旧姓使用について制度の整備をして

いく考えはあるのでしょうか。 

２．富士市におけるケアラーの実態について 

両親や兄弟、親族や近しい関係にある方の介護を無償で

担っている方のことをケアラーと呼び、介護従事者と区別し

た言い方で呼ばれています。また、核家族化、晩婚化、晩産

化、少子化、超高齢化の社会の中、介護離職や多重介護に続

き、子育てと介護や孫育てと介護、自身の病気と親族の介護

などの同時進行で２つのケアの担い手となるダブルケアや、

子供世代が家族介護に借り出され、介護の担い手となる20代、

30代の介護者を若者ケアラー、18歳未満の介護者をヤングケ

アラーと呼び、メディアでも取り上げられ、特集が組まれる

など社会問題となっています。 

内閣府の調査では、全国のダブルケアを行っている方の人

数は約25万3000人、若者ケアラー、ヤングケアラーは約54万

人いると推計されています。また、15歳未満の調査は行われ

ていないため、その数は未知数です。 

富士市では、まだまだ認識されておらず、相談や困窮した

ケースはないとの見解ですが、全国的には多くの方がダブル

ケアならではの苦労をし、若者ケアラー、ヤングケアラーに

ついては、相談窓口にすらたどり着けない過酷な状況にある

ことが分かってきました。 

また、自分が当事者であることに気づいていなかったり、

家族や親族のことだからと、大変な状況に陥っていても相談

市    長

及 び 

担 当 部 長



－ 29 － 

順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１５ 鳥居 育世（１） できず子育てや介護に追われているのが現状です。 

富士市の子育て世代や、若者・子供たちの介護の現状を実

態調査し、安心して暮らせるサポートや、相談窓口などケア

ラーの方々や、予備軍とされている方々に適切な支援が届け

られるよう、市の考えについて、以下４点質問いたします。

(1) 乳幼児健診や子育て支援センター、学校、地域包括支援

センターや各事業所との懇談の中で、ダブルケア、若者ケ

アラーやヤングケアラーの実態や相談など把握している

ケースはあるのでしょうか。 

(2) 今後、富士市として、ダブルケア、若者ケアラーやヤン

グケアラーの実態調査、把握を行う考えはあるのでしょう

か。 

(3) 子育てと介護のワンストップ窓口の設置、情報共有や当

事者同士の交流の場など、今後、富士市として取り組んで

いく考えはあるのでしょうか。 

(4) 多くの部署に関わることですが、他部署との連携や、職

員や市民への啓発を働きかけていく考えはあるのでしょう

か。 
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１６ 山下いづみ（１９） １．多文化共生・国際化推進に向けて 

本市では、「心通い合う多文化共生のまち ふじ」を目指

し、富士市多文化共生推進プランの下、平成28年度から令和

２年度までの５年計画で事業が行われている。 

平成28年には約4500人であった本市の外国人人口は、令和

２年９月１日現在で、5912人、3390世帯になっている。 

この５年の間には、新在留資格の創設（2019年４月）や、

日本語教育推進法（文化庁所管）が成立（同年６月）するな

ど、国の外国人人材受入れ・共生のための対応策が出されて

いる。 

このような中、今年に入り、新型コロナウイルス感染症に

より雇用情勢が悪化し、富士市に暮らす外国人労働者の生活

にも直撃している。今後の多文化共生・国際化推進施策が今

まで以上に住民に役立つものであるように、以下について質

問をする。 

(1) コロナ禍において 

① 外国人からの相談件数は。内容は。 

② 対応はどのように行ったか。 

③ 今後、必要な対策と強化すべき対策は何か。 

(2) 多文化・国際化推進の取組について 

   重点を置いて行っていることは何か。 

   ① 国際交流ラウンジ 

   ② 学校 

   ③ 病院 

   ④ 子育て、ごみ出し、防災、騒音対応などの生活面 

  (3) 今後の取組について 

① 交流の機会や互いの文化の理解を深めるためにどのよ

うな事業を検討しているのか。 

  ② 市内にある外国に関連した場所を生かしてはどうか。

ＦＩＬＳや飲食店、商品などを扱う店を表示したマップ

の作成やそれらの場所に訪れ交流の機会をつくる（仮称）

富士市多文化パスポートを作成してはどうか。 

③ オンラインを活用した姉妹都市、富士市に暮らす外国

人の出身国の紹介や交流を行ってはどうか。 
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１７ 太田 康彦（２９） １．新型コロナ時代の公園の在り方について 

令和２年４月７日に新型インフルエンザ等対策特別措置法

に基づき、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言（以下、

「緊急事態宣言」という。）が発出されました。緊急事態措置

を実施する期間は４月７日から５月６日まで、実施区域は７

都府県とされました。４月16日には緊急事態措置を実施すべ

き区域は全都道府県に変更され、７都府県に加え、北海道、

茨城県、石川県、岐阜県、愛知県、京都府の13都道府県にお

いては特定警戒都道府県とされました。 

さらに、緊急事態宣言の期間延長により、５月31日までと

なりましたが、５月25日に解除宣言が出されています。この

間、営業自粛要請、移動自粛要請が出され、学校も長期休業

に入り巣ごもり生活が全国に蔓延しました。 

こうした状況の中、新緑の季節を迎え、市民生活の心身の

健康を支える都市公園に対して、行政がどのように対処して

きたのか、公園がどのような役割を果たしてきたのかを確認

することで、新しい生活様式における公園の在り方を探って

いきたいと考えます。 

そこで、緊急事態宣言下における富士市の公園行政と今後

について以下伺います。 

 (1) 県外からの来園が想定される10公園について４月29日か

ら５月６日まで駐車場を閉鎖したが、この判断はいかにな

され、根拠は何によるものでしょうか。 

(2) 駐車場の閉鎖によって来園者の状況はどのように制限さ

れ、その変化は見られたでしょうか。 

(3) 今後の感染状況によって、再度、公園への来園を制限す

るために公園駐車場を閉鎖することがあるでしょうか。 

(4) 公園を使用しての集会、イベントについては、現在、自

粛要請されていますが、この解除については、どのような

基準を考えていますか。 

国際的な非営利組織「世界都市公園会議（ＷＵＰ：World 

Urban Parks）」のＣＥＯニール・マッカーシー氏は、３月

18日の声明で次のように述べています。「地元の公園や通り

の価値は、ストレス解消の場所と時間と、それに加えて健

康上の利点を与えてくれます。これらはすべて、身体の免

疫システムを維持する上で非常に重要なことです。先ずは、

政府や保健組織によって発行されているガイドラインと指

令を尊重し、自分自身とコミュニティの安全を確認するこ

とが重要です。」 

このことからも、感染拡大防止のためのガイドラインを

守った上で、公園利用を促進していくことが大切だと考え

ます。 

国土交通省の公園緑地・景観課は、８月７日時点とした

上で、新型コロナウイルスの感染状況が変化する中でも継

続的に公園を利用できるよう、「緑とオープンスペースをフ
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１７ 太田 康彦（２９） ル活用し、新型コロナに負けない健康的なライフスタイル

へ」と題する身近な公園利用のポイントを示しました。 

(5) 富士市において、市民が感染対策に気をつけながら積極

的に都市公園を利用できるよう、このようなメッセージを

発信する考えについて伺います。 

２．吉原公園の再整備について 

平成23年度に吉原公園再整備検討会が、吉原地区、今泉地

区それぞれの代表が参加し、４回にわたりワークショップが

開催されました。意見、要望が取り込まれた基本設計が示さ

れ、平成25年度には東泉院跡地の整備が開始され、平成27年

３月、「東泉院ひろば」として旧宝蔵と塀および駐車場を含む

公園東側部分が整備されました。 

ワークショップ参加者のみならず、多くの市民が吉原公園

の再整備を期待し、公園全体の整備完了を楽しみにしていま

した。 

しかしながら、整備着工は先延ばしとなり、この間に公園

樹木は茂り、暗い公園の状態が進んでしまいました。 

  基本設計では、樹木の伐採による明るい公園へのリニュー

アルも含まれていましたので、伐採予定の樹木を切ることで、

暫定的に対応していただいたものの、現在では再び、かつて

の暗い公園の状況に戻っています。 

さきの質問でも述べたように、ウィズコロナあるいはアフ

ターコロナの時代における公園行政を考え、以下質問いたし

ます。 

(1) 現在ある基本計画に基づき、事業を進めていく場合、事

業期間及び事業規模はどの程度と想定されるでしょうか。

(2) 再整備へ動き出して10年が経過しようとしていますが、

市民参加のワークショップ及び、その結果として策定され

た基本計画を現在どのように位置づけていますか。 

平成29年には都市公園法が改正され、都市公園の再生、

活性化を推進する方向が明確に示されました。そして、今

日、コロナ時代の公園の重要性が世界規模で叫ばれていま

す。 

(3) 新しい生活様式の中での吉原公園の再整備となります

が、これからの公園の方向性をハード、ソフトの両面にお

いて基本計画に付加していく考えはあるでしょうか。 
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１８ 小池 智明（１８） １．インフルエンザ、新型コロナウイルス感染予防対策と医療

従事者等への支援について 

新型コロナウイルス感染者は、富士保健所管内では、８月

末までに保健所等に約１万人から相談があり、約2000件のＰ

ＣＲ検査を行い、感染者数が累計36人、内訳は死亡・重症者

ゼロ、軽症・中等症22人、無症状14人となっている。 

また９月14日現在、国内での感染者数は累計７万5958人、

死亡者数1451人を数えている。 

しかし、毎年冬に流行する季節性インフルエンザ（以下、

「インフルエンザ」という。）は、国内で年間1000万人が感染、

発症し、直接の死亡者が約3000人、肺炎等による関連死亡者

を含めると約１万人が亡くなっている。 

また、新型コロナウイルスによる死亡者は高齢者や基礎疾

患がある人に偏っている一方、インフルエンザでは高齢者の

死亡率が高いことに加え、少ないながらも若年層でも死亡す

る例が見られる。 

そんな中、インフルエンザは、例えばそれがもとで小中学

校の学級閉鎖が毎年数多く（富士市内では令和元年度に延べ

166学級）発生しているが、お互いに感染を許容し合ってきて

おり、差別等の問題を聞くことはほとんどない。 

しかし新型コロナウイルスは、そうはいかない。テレビの

ワイドショーによる過剰とも言える報道等を背景に、ウイル

スそのものへの恐怖に加え、感染することは悪である、感染

した人は責められるべきといった理不尽な偏見やデマが蔓延

し、近隣の目や風評被害を恐れるあまりに、過剰なゼロリス

ク対策を自分自身や周りにも強要する風潮になっているよう

に感じる。明らかにおかしい雰囲気に社会全体が包まれてい

ると私は感じる。 

感染すると重症化リスクのある高齢者や基礎疾患保有者に

対しては、引き続き厳重な感染予防策を継続していく必要が

ある一方、データを見る限り、私には若年・壮年者にとって

は恐怖のウイルスではないと思われる。 

そして、もし新型コロナウイルスに感染しても、安心して

治療に専念し復帰できるという雰囲気を市民全員が意識して

つくっていく必要があると考える。 

こうした考えの下、以下質問する。 

 (1) インフルエンザの流行期入りの前に、市民に対し、イン

フルエンザ、新型コロナウイルス感染予防対策について、

ともに正しく恐れるという観点からどのように訴え、実施

していく考えか。 

(2) インフルエンザにはワクチンがある。感染予防のため市

が実施している１歳から高校３年生までは１回につき1000

円の補助金給付、65歳以上の高齢者には自己負担1650円で

予防接種が受けられるインフルエンザ予防接種事業を、市

民にどう広報し、接種を促進していく考えか。 
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１８ 小池 智明（１８） (3) いわゆるエッセンシャルワーカー（日常生活における必

要不可欠な仕事を担う人）の中で、自らも日々感染症と隣

り合わせで高齢者、基礎疾患保有者等を最前線で支える医

療、介護従事者等に対し、定期的なＰＣＲ検査の実施、市

独自の給付金の支給等の支援を行う考えはないか。 

２．自転車通行帯の設置等による自転車走行空間の整備につい

て 

東京オリンピック・パラリンピックでの各種自転車競技の

県内開催、プロサイクリングチーム、レバンテフジ静岡の本

市を拠点にした活動の開始、さらにはコロナ禍の中で大都市

を中心とする各地での通勤手段としての利用増加など、自転

車を取り巻く大きな波が来ていることを改めて実感するこの

頃である。 

一方、子育て中のお母さんは幼稚園・保育園への送り迎え

や買物に、高校生は通学に、さらに高齢者は歩くのは膝に負

担がかかり大変だが、自転車なら移動が可能という方も多い

など、日常生活の中で誰もが使える手軽な交通手段として、

自転車は子供からお年寄りまで広く利用されている。 

日常の生活圏内の移動であれば、自動車と比べ経済的であ

り、環境負荷も低く、交通渋滞、交通事故の減少にも寄与し、

健康にも良いなど、様々な面で利点が多い。 

また自転車は、マイカー中心から公共交通中心の交通体系

への移行、既成市街地を中心とするコンパクトシティーの形

成を進めていく上でも、不可欠な交通手段と考える。 

市では平成23年に都市計画課が事務局となり、自転車の適

正な利用促進と安心・安全で快適な移動の実現を目的とする

富士市自転車利用総合計画を策定し、平成29年度を目標に３

本の施策の柱として走行空間の整備・確保、駐輪環境の適正

化、マナー向上と利用促進に取り組んできた。 

この富士市自転車利用総合計画を引き継ぐ計画として、本

年度から富士市自転車活用推進計画が策定される。 

こうした中、以下質問する。 

(1) 本年度から策定する富士市自転車活用推進計画の目的、

構成骨子案、策定スケジュール、策定体制はいかがか。 

(2) 富士市自転車活用推進計画に、まちづくり、生活環境整

備の観点から自転車走行空間整備をどう位置づけていく考

えか。 

(3) 昨年４月、既設の道路のみならず、新たに整備する道路

における自転車通行空間の確保を推進するため、道路構造

令が改正され、自転車通行帯に関する規定が新設されたが、

本市では自転車通行帯の確保、整備をどのように進めてい

く考えか。（例えば、都市計画決定時に幅員1.5メートルの

停車帯を確保した道路だが、実際には中央帯（ゼブラゾー

ン）を設けている五味島岩本線、中島林町線等の路線など。）

(4) 現在は、自転車は車道が原則、歩道は例外が基本だが、
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１８ 小池 智明（１８） これまでの経緯の中で自転車と歩行者が混在する自転車歩

行者道も多数存在する。様々な歩行者（ベビーカー、高齢

者等）、自転車にとってバリアフリーの観点から歩道及び自

転車歩行者道と車道との段差をゼロにする工夫はできない

か。 

市    長

及 び 

担 当 部 長



－ 36 － 

順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１９ 小沢 映子（２７） １．子供を性犯罪から守るには ～誰もが性的に健康である権

利、そのための教育を受ける権利がある～ 

本年６月11日、内閣府より性犯罪・性暴力対策の強化の方

針が打ち出された。方針には、刑事法の検討はもとより、被

害者に寄り添った細やかな支援の一層の充実、加害者対策、

生命の尊さを学び、性暴力の加害者や被害者や傍観者になら

ないための教育・啓発の強化など、具体的な取組を盛り込ん

でいる。 

ネット社会の現在、子供たちは性に関する様々な情報にさ

らされている。好奇心はいつも刺激され、幼児を含め10代の

子供たちが望まない妊娠をしたり、性暴力を受けたりする

ケースが増え深刻化している。 

学齢前での被害は、何が起こったか分からないが思春期に

なって意味が分かり暴れる、反抗する、極度に落ち着きがな

くなる。学童期では、言うなと脅され、共犯意識を持ちやす

く、自分は汚いと感じ多くが自傷行為に走る。性暴力による

トラウマのせいで、出産後に我が子を虐待したり、息子の性

器を傷つけたり、殺害するケースもある。何十年も苦しみ自

殺未遂や、精神科に入退院を繰り返す人もいる。 

このような状況をつくらないためにも、専門家は性教育の

重要性を指摘しているが、富士市の現状はどのようになって

いるのか。 

(1) 富士市における子供への性犯罪や性的虐待または人工中

絶などの現状を伺う。 

(2) それに対しての対応や対策はどうなされてきたのか。 

(3) 思春期の二次性徴で体は変わり、男女共に性ホルモンの

変化に翻弄されやすくなる。気になることや症状があった

ときに、産婦人科や泌尿器科の医師に相談できるような対

策は考えているのか。 

(4) 産婦人科医や専門家たちは、子供たちの命の大切さに対

する認識や自尊心の不十分さ、知識のなさから起きている

様々な問題を目の当たりにしている。そこで適切な性教育

の実施と保護者、地域、教育委員会、行政のサポートを期

待している。 

富士市で行われている性教育では、正確な知識を得て身

を守るすべを身につけるために、系統立てた指導はなされ

ているのか。 

市    長

及 び 

教  育  長

担 当 部 長


